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貧困をなくそう ジェンダー平等を
実現しよう

すべての人に
健康と福祉を

飢餓をゼロに 質の高い教育を
みんなに

海の豊かさを
守ろう

つくる責任
つかう責任

住み続けられる
まちづくりを

陸の豊かさも
守ろう

気候変動に
具体的な対策を

平和と公正を
すべての人に

パートナーシップで
目標を達成しよう

人や国の
不平等をなくそう

エネルギーを
みんなに
そしてクリーンに

安全な水と
トイレを世界中に

働きがいも
経済成長も

産業と技術革新の
基盤をつくろう

※	SDGs：Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）。2015年9月の「国連持続可能な開発サミット」で、150超の加盟国首脳によって採択された「持続可能な開
発のための2030アジェンダ」に盛り込まれた目標で、発効は2016年1月。ミレニアム開発目標（MDGs）を土台とした17の目標と169のターゲットからなり、各国が2030年ま
でに貧困や飢餓の撲滅、エネルギーや気候変動問題への対応、平和的社会の追求など、持続可能な開発のための諸目標の達成をめざす。
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トップメッセージ

NTTグループは、
「Connect（つなぐ）」
「Trust（信頼）」
「Integrity（誠実）」を基盤に据え、
「Your Value Partner」への
自己変革を加速していきます。

約40年前の日本電信電話公社への入社後、私は電

柱やマンホールの構造設計等の技術開発に携わりまし

た。その後設備の保守等の最前線でお客さまと接する

電話局の管理職となり、社員のほとんどが年上の職場

で、組織を動かしていくことの難しさを痛感することに

なりました。私は「率先垂範」を徹底するとともに、例え

ば、設置した電柱の本数や、敷設したケーブルの長さ、

工事に出向いたお客さまの件数などを他と比較し、組

織の現状を多面的に「見える化」することで社員の意欲

向上に努めながら、変革を進めていきました。

2000年にNTTコミュニケーションズに転籍した私

代表取締役社長

澤田 純

は、同社の経営企画部長在任時に、海外企業を中心に

10社以上の企業買収に携わりました。そして2014年に

NTTの取締役に就任し、NTTセキュリティの社長も兼務

し、サイバーセキュリティの関連会社の統合を率いまし

た。これまでさまざまな役職を兼務してきた私は、限ら

れた時間の中で、自然と「スピード」を重視するように

なっていきました。現在では質量（m）×加速度（a）＝力

（F）が示す通り、迅速な意思決定や行動が組織力の強

化につながるという考えに至っています。現業から離れ

た持株会社の社長という立場となった今でも、現業を

大切にしていることに変わりはありません。事業を数値

で「見える化」しながら、組織が自然にスピード感を持っ

て動くパターンを作り、NTTグループの変革を率先垂

範していく考えです。

「率先垂範」「見える化」、
そして「スピード」
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2015年2月には、世界初の本格的光アクセスのサー

ビス卸である「光コラボレーションモデル」のサービス

を開始しました。これはかつてのようにお客さまに直接

ネットワークサービスを提供するのではなく、「触媒」と

なってお客さまの新しいビジネスの創出を支援するビ

ジネスモデルに転換する、大きな転機となりました。

2015年5月に公表した中期経営戦略「新たなステージ

をめざして 2.0」では、B2B2Xモデルへと発展させさま

ざまなパートナーさまとの協業を広げています。

また、株主の皆さまに対する責務も果たすべく努めて

きました。自己株式については、1999年から累計で3兆

円以上取得しています。配当については2018年度は8

期連続の増配を予定しており、1株当たり配当額は2003

年度の6.8倍に相当する水準に達する見込みです。

NTTグループは、「社会を支えてくれる」「社会的課題

を解決してくれる」といった社会の期待を担っていま

す。そして、長期的な視座で将来の社会の変化を見据え

ながら、そうした期待にお応えするべく自己変革を続け

てきたからこそ、私たちは変わり続けることができたの

だと考えています。言い換えると、先にお話しした「公共

性」と「企業性」の同時実現が、過去の、そしてこれから

の持続的企業価値向上の道筋ともいえます。

では次に、これからの社会の変化と、その中でNTTグ

ループに求められる社会的要請に目を転じてみます。

「ムーアの法則」の終焉も論じられるなど、近年、技術の

進化は新たな次元を迎えつつあります。IoT、ビッグ

データ、人工知能（AI）等のデジタルと呼ばれる革新的

な技術を活用したデジタルトランスフォーメーションが

進展し、社会的課題の解決に向けた期待も高まってい

ます。日本ではNTTドコモが、2020年に次世代通信規

めざす企業像－Your Value Partner

「歴史が長く、大きな企業集団であるNTTグループ

は変われないのでは」という見方があるとすれば、そ

れはある一面では正しく、別の側面では正しくありま

せん。

1985年に日本電信電話公社の民営化によって設立

された日本電信電話ならびにNTTグループは、一般的

には両立が難しいとされる「公共性」と「企業性」を同時

に実現する経営が求められてきた企業集団のひとつで

す。安心・安全なコミュニケーション基盤を絶え間なく

ご提供し続けることはもとより、過疎地や離島などでの

通信基盤整備をはじめ、災害時の対応も重要な責務で

す。日本でそうした責務を誰かが果たさなければならな

いとすれば、それはNTTグループがやるべきという使

命感が私たちにはあります。「公共性」に誇りを持ち、ひ

た向きに努力していくことが私たちの「変わらない一

面」です。とくにNTTグループにとって「経営とCSRは同

義」であると私が考えている理由もここにあります。一

方、民間企業である限りは利益を持続的に創出していく

ことも重要な命題であり、「公共性」という責務を持続的

に果たしていく上でも必要なことです。そのためには、

「変わり続ける」必要があります。

事実、これまでNTTグループは、事業構造を大きく転

換してきました。民営化当時の1985年度に売上高の8

割以上を占めていた音声収入は、2017年度には2割弱

に減少する一方、現在の収益の柱はIP系・パケット収入

やシステムインテグレーション収入で6割を超えていま

す。2012年11月に公表した中期経営戦略「新たなス

テージをめざして」で、グローバル・クラウドを事業の基

軸に据えることを打ち出し、企業買収と既存事業の成長

を通じた海外売上高の拡大に注力してきた私たちの海

外売上高は、2008年度の約10倍に拡大しています。

「公共性」と「企業性」の同時実現が使命
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格「第5世代（5G）」の商用サービスをスタートする予定

です。情報通信の世界も大きく変化していくものと見て

います。2020年には東京オリンピック・パラリンピック

の開催など大きなイベントも控えています。

そうした中、NTTグループには、これまで以上にさま

ざまな協業を通じて、新しいビジネスや産業を創出し、

多様な社会的課題を解決することが求められていきま

す。極めて広範な事業領域で社会や人とのさまざまな

接触面を持つ、いわば「多面体」ともいえるNTTグルー

プにはその力があります。その実現に向けて私たちが

めざす企業像は、お客さま、株主、地域、コミュニティ、社

員など、あらゆるステークホルダーにとって価値ある存

在として選ばれ続ける「Your Value Partner」です。

私は社長就任にあたり、約90の国と地域で働く30万

人の社員が、未来への夢を共有できるよう、「Your 

Value Partner」をわかりやすい言葉で定義しました。

人材を中核に据え、これに求められる能力として定めた

のが、Serv i ce  Exper t i se（サービスの能力）、

Technical Expertise（技術的能力）、Intelligence（知

性）です。そして、共有価値（Shared Values）を私たち

のDNAであるConnect（つなぐ）、Trust（信頼）、

Integrity（誠実）としました。

私たちは、「コネクテッド・カー」や「コネクテッド・バ

リューチェーン」「コネクテッド・インダストリー」など、さ

まざまなものが「つながる（Connect）」スマートな社会

づくりに貢献していきたいと考えています。そして多様

な事業主体をつなげていくには、確かな「信頼（Trust）」

を勝ち得ねばなりません。そして、「信頼」は、「誠実

（Integrity）」の姿勢を貫くことで初めて獲得することが

できます。3つの共有価値は、相互に連関し高め合うも

のでもあるのです。共有価値は、差異化要素としてNTT

グループの立ち位置と経営戦略の方向性を規定する

要素でもあります。

国内におけるNTTグループの立ち位置は、「中立性」

という言葉で言い表すことができます。特定の資本関

係に縛られない独立した立場で、さまざまな企業を「つ

なぐ（Connect）」ことができるのが私たちです。そこで

は、長きにわたり蓄積してきた「信頼（Trust）」が基盤に

なります。こうした得難い立ち位置を足場に、NTTグ

ループはB2B2Xモデルを推進し、お客さまのデジタル

トランスフォーメーションを支援していきます。スポーツ

や交通・運輸、製造等のさまざまな分野での協業や、

数々の実証実験、自治体や地域企業のお客さまが抱え

る課題の解決をめざす、「2020×地方創生プロジェク

ト」などのように、中立性を活かして協業を次々に広げ

ています。

また、5Gの高度な接続性を基盤としたコグニティブ

ネットワーク、通信事業のソフトウェア化等の変化によ

り、さまざまなニーズに対応したサービスを生み出して

いく考えです。とくに個人のお客さまに対しては、パー

ソナル化を推進し、ライフスタイルの変革を支援してい

く方針です。

海外市場においては、コンサルティング会社をはじ

め、各分野で強力な競合が存在しています。一方、NTT

グループは世界トップクラスの規模と品質を誇るグ

ローバルIPバックボーンやデータセンターをはじめ、コ

ンサルティングやアプリケーションサービス、ネット

ワークインテグレーション（NI）などのサービスをひと

つのグループで包括的に提供できる、他に類を見ない

企業集団を形成しています。こうした強みを活かしなが

ら国内同様に「触媒」に徹しながら、お客さまのデジタル

トランスフォーメーションを支援していきたいと考えて

います。

お客さまのデジタルトランス
フォーメーションを支援
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お客さまに「価値ある存在」として選ばれ続けるため

には、NTTグループも変わり続けねばなりません。とり

わけ重要な課題と位置づけているのが、グローバル事

業の収益性の向上です。サービスや商品の付加価値を

通じた競争力の強化によってそれを実現していきたい

と考えています。

現在、海外では各社独自の商品開発から売り方に至

るビジネスプロセスのうち、共通化が可能なプロセス

の統合を推進し、より付加価値の高いサービスの提供

とコスト効率化を追求しています。2018年3月に完了

した、NTTコミュニケーションズとDimension Dataの

クラウド事業の統合はその一環です。また、NTT 

Venture Capital, L.P.を新設し、グローバル市場で成

長が見込める技術領域を中心とした投資を行うととも

に、グローバル市場でのR&Dを一層強化していく方針

です。

国内では、伝統的な通信事業の成長が頭打ちとなる

ことを認識する必要があります。また、デジタル技術に

よる既存産業の変革が進展し、少子高齢化や労働力人

口の減少といった社会構造の変化も進行しています。こ

うした変化に対応するために、NTTグループは事業活

動の中で得られるさまざまなデータを活用し、業務プロ

セスの「見える化」を通じた効率化や、新たな付加価値

サービスの創出を加速し、自身のデジタルトランス

「選ばれ続けるため」の自己変革を推進

米国ラスベガス市で実施している「スマートシティ」の

共同実証実験は、私たちのアプローチの好例です。市

街地やイベント会場等において、群衆の動きや交通状

況、緊急事態の発生等をセンサーで把握し、事件性の高

い異変の予測・分析を可能にする公共安全ソリューショ

ンです。

フォーメーションを実現していきます。2018年8月に

は、主要事業会社にCDO（Chief Digital Officer：最高

デジタル責任者）を設置しました。各社のCDOは今後、

さまざまな環境変化に対応するデジタル戦略策定とそ

の推進を担っていくことになります。

グローバル事業について、私がとくにこだわりを持っ

ていることをお話ししたいと思います。

私は、「ダイバーシティ&インクルージョン」がグロー

バル経営の要諦であるという信念を持っています。そ

の本質を理解することになったのは、NTTセキュリティ

の社長を兼務していたときのことでした。

NTTセキュリティは、買収した5社のセキュリティ事業

の卸部分だけを抽出して設立したアメリカ・ヨーロッパ・

アジア・日本の地域会社を傘下に擁する中間持株会社

です。社員約1,500人中9割以上が15ヶ国から集まっ

た外国人という組織でした。そこで私が直面したのは、

言葉ではダイバーシティの重要性を認めてはいるもの

の、心から自分以外の国の考え方を許容している人は

ほとんどいないという事実でした。例えば、日本人が抱く

「日本品質は世界でも通用する」という考え方は、ほか

の国や地域では単に「過剰」と受け取られます。宗教や

文化、考え方が異なり、それぞれの国の考え方が正しい

と考えている人びとに対して、「インクルージョン」を「グ

ローバリズム」と同義に解釈して特定の価値観を押し付

けるのは誤りであることを理解しました。

そうした地域性は、市場動向から見ても顕著です。例

えば自動車では、基本的な設計や部品など7～8割が世

界共通で、排ガス規制など市場の特性に合わせて変え

る部分が2割〜3割ではないでしょうか。一方のITサー

グローバル経営の要諦
「ダイバーシティ&インクルージョン」
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ビスでは、共通部分ははるかに少なく、国や地域の社会

の発展段階や制度、市場・経済構造等にあわせ、きめ細

かく仕様を調整していく必要があるというのが私の考

えです。私がたどり着いた結論は、「真のグローバリズム

は存在しない」ことを受け入れることが、インクルージョ

ンの本質であり、「グローバル」と「ローカル」では、ロー

カルに8割程度の比重を置くべきということです。事実、

NTTセキュリティでは権限規程を当初のローカル6：グ

ローバル4から8：2に見直し、現地の社員に権限を大幅

に委譲してから経営が円滑に回るようになりました。そ

してチームワークを機能させるために必要なお互いが

共感できる共有事項＝インクルージョンが「Shared 

Values」です。

2018年秋、当社は傘下にグローバル持株会社（中間

持株会社）を設立し、NTTコミュニケーションズ、

Dimension Data、NTTデータ、NTTセキュリティ、

NTT Innovation Institute, Inc.を傘下へ移管します。

グローバル持株会社の経営管理面での重要なポイント

は、外国人経営者を含む傘下の事業会社の社長が兼務

する「参加型」の事業運営という点にあります。権限と責

任を大幅に移譲することで、グローバル市場に精通した

経営者が自らの考えに基づく経営を行うことができま

す。それまでは自社の利益のみを追求していた経営者

も、中間持株会社の取締役として全体最適を追求する

責任を負うわけですから、グループのより一層密接な

連携が進んでいくことを期待しています。

2019年夏をめどに、NTTデータ以外の4社グルー

プの事業を海外と国内別に統合することを検討してい

きます。NTTデータについては、上場やブランドを維

持しながら、グループ各社との連携を深めていくこと

になります。

NTTグループは全国約7,300ヶ所の電話局や全国

の通信網等、20兆円を超える資産を保有しており、これ

らを活用してさらに付加価値を提供することが可能で

す。そして、人材や研究開発力を活用して、新たな価値

を創造し、社会に貢献していきたいと考えています。

例えば、東京電力ホールディングス株式会社様との

共同出資会社「TNクロス株式会社」の設立は、その取り

組みの一環です。通信ビルのHVDC（高電圧直流）化や

蓄電池の活用により、新会社は効率性の高い新たなエ

ネルギーサービスを提供していく方針です。

NTTグループは、国内の約1%の電力を使用していま

す。トラヒックが急増している近年、エネルギーの効率

化は一層重要な課題となっています。このため、「通信

事業のエネルギー効率2倍」「通信事業の消費電力10%

削減」を2025年の目標として設定しました。また、グ

ループ社用車のEV（電気自動車）化も進め、2025年には

「一般車両の50%のEV化」をめざします。国際ビジネス

イニシアチブであるEP100（Energy Productivity）と、

EV100（Electric Vehicle）への参画も準備を進めてい

るところです。

これら環境（Environment）に関連する取り組みにと

どまらず、社会（Society）、ガバナンス（Governance）

を加えたESG経営を推進していくことで、SDGs（持続

可能な開発目標）の達成に貢献していきたいと考えて

います。

NTTグループのパワーを使って
より良い社会に貢献
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NTTグループは、「NTTグループCSR憲章」を基本指針として、社会的課題の解決を通じた持続的な成長の実現に努

めています。

「NTTグループCSR憲章」は、グループのあり方を表現した「CSRメッセージ」と、具体的な重点取り組み項目を示した

4つの「CSRテーマ」から構成されています。

2016年5月にグループ各社が一体となってCSRを推進していくための重要な課題（マテリアリティ）である「NTTグ

ループCSR重点活動項目」を見直し、「NTTグループCSR憲章」を改定しました。

CSRメッセージ

CSRテーマ

NTTグループCSR憲章

NTTグループのCSR憲章 http://www.ntt.co.jp/csr/groupcsr/csr_policy.htmlWEB

安心･安全 な
コミュニケーション
安心･安全 な
コミュニケーション

チームNTTの
コミュニケーション
チームNTTの
コミュニケーション

人と社 会 の
コミュニケーション
人と社 会 の
コミュニケーション

人と地 球 の
コミュニケーション
人と地 球 の
コミュニケーション

人と社会と地球が
つながる安心・安全で

豊かな社会の実現

人と社会と地球が
つながる安心・安全で

豊かな社会の実現

私たちNTTグループは、お客さまの“バリューパートナー”として、
最高のサービスと信頼を提供し、“コミュニケーション”を通じて、
人と社会と地球がつながる安心・安全で豊かな社会の実現に貢献します。

安心・安全なコミュニケーション
私たちは、社会を支え生活を守る重要なインフラを提供
する企業グループとして、社会的・倫理的な課題の克服
に真摯に取り組み、情報セキュリティの確保や災害・サイ
バー攻撃にも強い安心・安全なコミュニケーション環境
を提供します。

チームNTTのコミュニケーション
私たちは、“チームNTT”として、さまざまなパートナー
の皆さまとともに高い倫理観と人権意識を持って事業
に取り組み、ダイバーシティを尊重した働きやすい職場
環境の整備や個の成長に努め、豊かな地域社会づくりに
貢献します。

人と社会のコミュニケーション
私たちは、社会の持続的発展のため、革新的ICTを開発・
提供することでより豊かで便利なコミュニケーション環
境を実現し、国内外のさまざまな社会的課題の解決に
貢献します。

人と地球のコミュニケーション
私たちは、グループ事業全体にわたって環境負荷を低減
し、ICTの利活用による社会全体の環境負荷低減に取り
組み、さまざまな地球規模での環境問題の解決に努め
ます。

GRIスタンダード
対照表

NTTグループ サステナビリティレポート2018

016

トップメッセージ NTTグループの
概要

NTTグループの
CSR

人と地球の
コミュニケーション

人と社会の
コミュニケーション

安心・安全な
コミュニケーション

チームNTTの
コミュニケーション

ガバナンス

NTTグループCSR憲章 NTTグループの重要課題 CSRマネジメント ステークホルダー・エンゲージメント











ICTを通じた社会への
貢献

「2020」「地方創生」を契機と
したB2B2Xモデルを加速さ
せる

B2B2Xモデルの加速 ― ― ― P033

ICTアクセスの向上

「グローバルクラウドサービ
ス」を軸とした多様なICT
サービスを全世界に提供で
きる体制を強化する

高齢者や障がい者など、幅
広いお客さまが利用できる
ICTサービスを提供する

グローバルサービス
売上高：
220億ドル（2017年度）

156億ドル 169億ドル 195.1億ドル

P040
サービス提供国・地域数：
拡大

196の国・
地域

196の国・
地域

196の国・
地域

LTE人口カバー率：拡大 99% 99% 99%

ユニバーサルデザイン製
品・サービス提供件数：拡大 12件 11件 14件

お客さま満足の追求
付加価値の高い製品・サー
ビスの提供や、きめ細かい
サポート対応を実施する

お客さま満足度調査：
前年度以上 第1位 第1位 第2位

P043

お客さまの声を活かした改
善件数：前年度以上 558件 446件 496件

コールセンターの
応答率：前年度以上

応答率：
約73.3%

応答率：
約80.9%

応答率：
約88.6%

設備利用効率の向上：
2,000億円以上削減

（2017年度）
約1,000億円
削減

約1,364億円
削減

約2,049億円
削減

高効率な事業運営の
確立：
8,000億円以上削減

（2017年度）

約4,140億円
削減

約6,540億円
削減

約8,560億円
削減

イノベーションの創出

将来にわたり、研究開発が
NTTグループの重要な成長
ドライバーであり続けるた
めに、世界の情報通信技術
をリードする先進的な研究
開発を推進する

特許出願件数 約2,250件 約2,330件 約2,220件

P047
対外論文発表件数 約1,720件 約1,700件 約1,670件

国際標準化会合
参加人日

延べ
2,780人日

延べ
2,920人日

延べ
2,890人日

CSR重点活動項目 中期目標 CSR定量指標および目標 2015年度
実績

2016年度
実績

2017年度
実績

関連
ページ

NTTグループでは、グループ一体となってCSRを推進していくために、重要な課題（マテリアリティ）である「NTT

グループCSR重点活動項目」のもと、「CSR定量指標」を設定しています。

このCSR定量指標をもとに「PDCA」評価を行う一方で、社会やグループの変化に応じて指標を見直しており、

2017年度より「障がい者雇用率」と「特定保健指導完了率」を追加しました。

CSR重点活動項目の目標と実績

人と社会のコミュニケーション
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NTTグループCSR憲章 NTTグループの重要課題 CSRマネジメント ステークホルダー・エンゲージメント
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047 イノベーションの創出

ICTの利活用を通じて、さまざまな社会的課題の解決に貢献することで、
より豊かで便利な社会を実現していきます。

人と社会の
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ICTを通じた社会への貢献 ICTアクセスの向上 お客さま満足の追求 イノベーションの創出



















グローバルビジネスの拡大を進めるNTTグループ

は、M&Aによるグローバル・クラウドサービスのライン

ナップの充実とICTアクセスの改善を着実に進めていま

す。世界中のお客さまのさまざまなニーズにワンストッ

プでお応えするため、クラウドサービスに関連するICTイ

ンフラからアプリケーションまでの幅広い分野でのサー

ビス提供力の向上、お客さまがクラウドに移行する際の

コンサルティングからシステム構築・保守に至るまでの

対応力の向上、そしてグローバル規模のサービス提供

力の充実を図っています。

NTTグループは、有線の高速・大容量のインターネットアクセス回線として、2001年8月より回線の光化を推進して

きました。光回線については、IP電話サービス、映像配信サービスなど利用の場を広げながら、NTT東日本・NTT西日

本において、光アクセスサービスなどをさまざまな事業者に卸提供する「光コラボレーションモデル」によるB2B2Xビ

ジネスの展開などの取り組みを行い、新たな価値創造によるICT市場の活性化、多様な業種の事業者とのコラボレー

ションによるICTサービスの充実に努めています。

また携帯電話やタブレットの普及にともなってニーズが高まり続けているWi-Fi環境の整備では、NTTドコモのLTE

サービスの人口カバー率が99%に達しているほか、ドコモだけではなくNTT東西を含めたグループ全体で新たな

Wi-Fiスポットの構築・運用を進めています。とくに近年の外国人観光客の増加に対応するため、官民連携によるWi-Fi

スポット整備を加速させています。

世界各地でのICTアクセスの改善

アクセス網の光化やWi-Fi環境の充実

主な取り組み

156 169
195.1

20162015 2017（年度）0

100

150

50

200

250
（億ドル）

グローバルサービス売上高

LTE人口カバー率 光アクセスサービス契約数

99 99 99

20162015 2017（年度）

（%）

0

60

40

20

80

100

約1,926 約2,005 約2,053

20162015 2017（年度）0

1,000

1,500
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2,000

2,500
（万件）
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ICTを通じた社会への貢献 ICTアクセスの向上 お客さま満足の追求 イノベーションの創出























自らの事業活動における環境負荷を低減しつつ、
ICTサービスの提供を通じて、
社会全体の環境負荷低減に貢献します。

人と地球の
コミュニケーション
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社会が低炭素化している未来へ
資源が循環している未来へ

082 自然と共生している未来へ
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地球環境に対する考え方 環境マネジメント 環境負荷の全体像 社会が低炭素化している未来へ 資源が循環している未来へ 自然と共生している未来へ













資源が持続的に利用可能な未来へ向けて、廃棄物の最終処分率について、目標を設定しています。

生命にあふれ、自然界からの恵みを持続的に享受できる未来へ向けて、「生態系保全の取り組み」について、
目標を設定しています。

目標の意味

生態系は社会活動を支える基盤であると位置づけ、生物多様
性の保全を中心に、さらに生態系から得られるさまざまな恵み

（水・食料など）まで視野に入れて取り組みを進めていくため
の目標として掲げました。

目標の意味

NTTグループの事業に利用した資源（主に鉱
物資源、化石資源）を利活用し、資源循環を進
める目標として設定しました。

主なアクション
●	3R活動を継続・推進します。
●	通信インフラの長寿命化を推進します。
●	資源の有効利用に寄与する研究開発を推進

します。

主なアクション
●	社内外での生態系保全活動（植林、緑化など）を推進します。
●	社内外への教育活動と人材育成を行います。
●	生態系保全に寄与する研究開発を推進します。
●	グループ社員のほか、お客さまや地域社会との取り組みに

努めます。

資源が循環している未来へ

自然と共生している未来へ

NTTグループが排出する廃棄物の最終処分率について、ゼロエミッション※

を達成します。

生態系を保全するため、あらゆる活動を通じた取り組みを積極的に推進し
ます。また、ステークホルダーの皆さまとも協働していきます。

廃棄物の最終処分率

生態系保全の取り組み

環境目標2030については、年度ごとの実績公表を行うとともに、5年ごとに実績に基づいて、取り組み項
目および目標値について、必要に応じて改善などを検討する計画としています。

2030年に向けての進め方

環境目標
20302016年

環境目標2030設定 2020年実績振り返り
改善策検討

2025年実績振り返り
改善策検討

2021年 2026年

最終処分量

リサイクル量

最終処分率
1％以下

（ゼロエミッション）

※	NTTグループでは、最終処分率1％以下をゼロエミッションとして定義しています。
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環境マネジメント 環境負荷の全体像 社会が低炭素化している未来へ 資源が循環している未来へ 自然と共生している未来へ地球環境に対する考え方
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“チームNTT”として、高い倫理観と人権意識を持って事業に取り組み、
多様性を尊重し、働きやすい職場環境を整備するとともに、

“チームNTT”一丸となって社会に貢献していきます。
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ダイバーシティの推進 人権の尊重 バリューチェーン・マネジメントの強化 従業員の安全・健康・福祉の推進 魅力ある職場の実現 人材育成 グループ一丸となった社会貢献活動の推進















ダイバーシティ・マネジメントについては、2007年から順次、NTTグループの

主要各社に専担組織（ダイバーシティ推進室など）を設けて、昨今の社会的な課

題認識の拡大を背景に、グループ内におけるLGBT等性的マイノリティに対する

取り組みを推進しています。

2016年4月には、性的指向や性自認にかかわらず、誰もが自分らしく生き、働

ける組織、社会の実現をめざして、違いを価値として認め、多様なチームメン

バーが能力を最大限発揮できる職場づくりを推進するため、重要なライフイベ

ントに関わる「結婚休暇」「忌引休暇」「慶弔金」「慶弔電報の発信」について、同性

のパートナーにも適用できる旨を明確にしました。さらに2018年4月には各種

手当や福利厚生など、配偶者およびその家族に関わる制度全般を同性のパート

ナーにも適用しました。

2018年4月に適用拡大した制度例

・休暇関連…�結婚休暇・忌引休暇に加え、パートナーの出産・育児に関わる休暇、パートナーならびにパートナー家族

の看護・介護に関わる休暇など

・手当関連…扶養手当、単身赴任手当など

・福利厚生関連…慶弔金・慶弔電報の発信に加え、社宅入居など

こうした取り組みの結果、任意団体「work with Pride」が策定した、企業のLGBT等性的マイノリティに関する取り組

みを評価するPRIDE指標2017において、NTTは最高評価である「ゴールド」を２年連続で受賞、また、NTTグループ

16社も受賞しました。

NTTの子会社ディメンションデータが本社を置く南アフリカでは、アパルトヘイト時

代に不当な差別で不利な立場に置かれている人びとの地位向上に向けた政策

「Broad-Based Black Economic Empowerment（B-BBEE）」が導入されていま

す。この「B-BBEE」は、南アフリカ政府による評価基準として、所有権、経営支配、雇用

均等、技能開発、優先調達、事業開発、社会経済発展の各項目が定められ、それに対す

る企業の貢献具合がスコアカードにしたがって評価されます。ディメンションデータは

スコアカードのほぼ全ての項目でパフォーマンス目標を達成し、2015年12月の調査

では100点満点中86.14点の評価を受け、8段階ある貢献度評価で最上位から2番目

に高い「レベル2」の認証を受けています。

LGBT等性的マイノリティに対する配慮

海外での取り組み
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コーポレート・ガバナンス
に関連する	
主な法令改正等

2004	�東証 上場会社	
コーポレート・ガバナンス原則制定

2006	会社法施行
2007	金融商品取引法施行

2015	�改正会社法施行	
東証 コーポレートガバナンス・コード	
施行

業務執行・監督体制

1985	•	�NTT発足、社外取締役複数名選任
2003	•	�監査役増員：4名（社内2名・社外2名）	

⇒5名（社内3名・社外2名）
2005	•	�人事・報酬委員会設置

2006	•	�社外監査役増員：5名	
（社内3名・社外2名）	

⇒5名（社内2名・社外3名）
	 •	財務専門家である監査役の選任

2011	•	�初の女性役員選任（社外監査役1名）
2015	•	�独立役員の独立性判断基準制定

内部統制・	
リスクマネジメント

2002	•	��ビジネスリスクマネジメント	
推進委員会設置

	 •	�NTTグループ企業倫理憲章策定
	 •	�企業倫理委員会設置
	 •	�企業倫理ヘルプライン（受付窓口）

設置
2005	•	�考査室設置

2006	•	�内部統制室設置	
※考査室を統合

	 •	�内部統制システムの整備に関する
基本方針制定

2010	•	�リスクマネジメント規程制定

2015	•	�内部統制システムの整備に関する	
基本方針改定

2016	•	�内部統制システムの運用状況（概要）
の開示開始

株主の権利行使確保

2002	•	�議決権行使の電子化の実施 2006	•	�ICJ機関投資家向け議決権電子	
行使プラットフォームの導入

2012	•	�個別注記表等のWebみなし提供開始
2016	•	�招集通知の発送前Web開示	

（日英同日）実施開始	
（総会開催日の42日前）

	 •	�Webみなし提供情報の拡大
2017	•	�招集通知のスマートフォン対応開始

情報開示

2003	•	�四半期情報の開示開始
	 •	ディスクロージャー規程制定
	 •	ディスクロージャー委員会設置
2005	•	�IR室設置
	 •	CSR推進室・委員会設置
	 •	CSR報告書の発行開始

2006	•	�コーポレート・ガバナンスに関する
報告書の開示開始

2010	•	�ディスクロージャーポリシー公開

2014	•	�統合報告書の発行開始
2015	•	�コーポレートガバナンス・コードに	

対応したコーポレート・ガバナンスに
関する報告書の開示開始

	 •	�サステナビリティレポート発行開始

〜2005 〜2010 〜2017

コーポレート・ガバナンス

企業統治体制の全体像

コーポレート・ガバナンス強化の歴史

基本方針
株主や投資家の皆さまをはじめ、お客さまやお取引先、従業員などさまざまなステークホルダー（利害関係者）の期

待に応えつつ、「コーポレートガバナンス・コード」の各原則の趣旨を踏まえ、体制を強化していくことが重要だと考えて

います。「Your Value Partner」への自己変革を加速し、経営の健全性の確保、適正な意思決定と事業遂行の実現、ア

カウンタビリティ（説明責任）の明確化、コンプライアンスの徹底を基本方針として取り組んでいます。

1985年のNTT発足当初から社外取締役を複数名選任するなど、従来よりコーポレート・ガバナンスの強化に取り組

んでいます。業務執行・監督体制や内部統制を強化するとともに、昨今は株主の皆さまの権利行使における適切な環境

づくりに力を入れています。
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略歴
1988年	 4月	 当社入社
2003年	10月	 東日本電信電話株式会社 
	 	 経営企画部 担当部長
2011年	 6月	 同社 経営企画部 営業企画
	 	 部門長
2015年	 7月	 当社 経営企画部門 担当部長
2018年	 6月	 西日本電信電話株式会社 
	 	 取締役（現在に至る）
2018年	 6月	 当社 取締役 経営企画部門長
	 	（現在に至る）
重要な兼職の状況
西日本電信電話株式会社 取締役

略歴
1987年	 4月	 当社入社
2003年	 8月	 当社 
	 	 サイバーコミュニケーション
	 	 総合研究所 
	 	 サイバースペース研究所
	 	 主幹研究員
2007年	10月	 当社 
	 	 サイバーコミュニケーション
	 	 総合研究所 
	 	 サイバーソリューション研究所 
	 	 主幹研究員
2008年	 7月	 当社 研究企画部門 担当部長
2014年	 7月	 当社 サービスイノベーション
	 	 総合研究所
	 	 サービスエボリューション
	 	 研究所長
2016年	 7月	 当社 サービスイノベーション
	 	 総合研究所長
2018年	 6月	 当社 取締役 研究企画部門長
	 	（現在に至る）

重要な兼職の状況
なし

北村 亮太
1965年1月20日生
取締役
経営企画部門長
取締役在任年数
―
持株数
1,500株
出席回数（比率）
―／―回（―%）

川添 雄彦
1961年9月5日生
取締役
研究企画部門長
取締役在任年数
―
持株数
600株
出席回数（比率）
―／―回（―%）

略歴
1986年	 4月	 当社入社
2005年	10月	 東日本電信電話株式会社 
	 	 経営企画部 経営管理部門長
2009年	 7月	 同社 経営企画部 企画部門長
2011年	 7月	 当社 経営企画部門 広報室長
2015年	 6月	 株式会社NTTドコモ 執行役員 
	 	 法人ビジネス戦略部長
2016年	 6月	 当社 取締役 経営企画部門長
2016年	 6月	 東日本電信電話株式会社 
	 	 取締役（現在に至る）
2018年	 6月	 当社 取締役 総務部門長
	 	（現在に至る）
重要な兼職の状況
東日本電信電話株式会社 取締役

略歴
1986年	 4月	 当社入社
2005年	 5月	 当社 中期経営戦略推進室 	
	 	 担当部長
2008年	 6月	 �当社 新ビジネス推進室 
	 	 担当部長
2009年	 7月	 �当社 経営企画部門 担当部長
2014年	 6月	 当社 財務部門長
2015年	 6月	 当社 取締役 財務部門長
	 	（現在に至る）
重要な兼職の状況
なし

坂本 英一
1963年9月3日生
取締役
総務部門長
取締役在任年数
2年
持株数
3,400株
出席回数（比率）
12／12回（100%）

廣井 孝史
1963年2月13日生
取締役
財務部門長
取締役在任年数
3年
持株数
3,800株
出席回数（比率）
12／12回（100%）

略歴
1967年	 4月	 東洋レーヨン株式会社
	 	（現 東レ株式会社）入社
1994年	 6月	 同社 経営企画第1室長
1996年	 6月	 同社 取締役
1998年	 6月	 同社 常務取締役
1999年	 6月	 同社 専務取締役
2001年	 6月	 同社 代表取締役副社長
2002年	 6月	 同社 代表取締役社長
2010年	 6月	 同社 代表取締役取締役会長
2010年	 6月	 株式会社商船三井 取締役
2012年	 6月	 当社 取締役 （現在に至る）
2013年	 6月	 株式会社日立製作所 取締役 	
2014年	 6月	 一般社団法人 
	 	 日本経済団体連合会 会長
2014年	 6月	 東レ株式会社 取締役会長
2015年	 6月	 同社 相談役最高顧問
2017年	 6月	 同社 相談役
2018年	 6月	 同社 特別顧問（現在に至る）

重要な兼職の状況
東レ株式会社 特別顧問

略歴
1965年	 4月	 早稲田大学	
	 	 第一理工学部助手
1968年	 4月	 同 理工学部専任講師
1970年	 4月	 同 理工学部助教授
1975年	 4月	 同 理工学部教授
1994年	11月	 同 教務部長兼	
	 	 国際交流センター所長
1998年	11月	 同 常任理事
2002年	11月	 同 総長
2010年	11月	 同 学事顧問
2011年	 4月	 放送大学学園 理事長
2012年	 6月	 当社 取締役（現在に至る）
2012年	 6月	 株式会社ジャパンディスプレイ 	
	 	 取締役（現在に至る）
2016年	11月	 早稲田大学 名誉顧問
	 	（現在に至る）

重要な兼職の状況
株式会社ジャパンディスプレイ 社外取締役

榊原 定征
1943年3月22日生
独立社外取締役
取締役在任年数
6年
持株数
8,800株
出席回数（比率）
10／12回（83%）

白井 克彦
1939年9月24日生
独立社外取締役
取締役在任年数
6年
持株数
3,800株
出席回数（比率）
11／12回（92%）

※1	2018年6月30日現在
※2	出席回数は、2017年度の状況
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取締役会の活動および実効性評価

さらには、独立社外取締役にNTTの事業をより深く理解してもらえるように、主要な子会社の経営陣と各社の経営戦

略について意見交換を実施するとともに、NTTが力を入れている研究開発やセキュリティ事業の状況を現場視察して

いただきました。ほかにも、独立社外取締役と監査役、独立社外取締役と代表取締役、独立社外取締役と国内外の主要

グループ会社経営陣、および当社と主要なグループ会社の独立社外取締役等との間で、NTTグループの経営課題に

ついて適宜意見交換を行いました。

これらの意見交換会において、独立社外取締役および監査役から、当社の取締役会等に関し、十分な情報提供と活発

な議論が行われており、実効性が確保できているとの意見をいただいています。

NTTの取締役会は、社長・副社長・常勤取締役およびスタッフ組織の長で構成する「幹部会議」や、社長・副社長を委員

長とし関係する取締役等が参加する各種の委員会の審議を経て、グループ経営に係る重要事項等を決定するととも

に、各取締役の職務執行の状況をモニタリングしています。

2017年度は、グローバル・クラウドサービスの早期利益拡大に向けた事業統合等、中期経営戦略に基づく取り組み

を中心に活発な議論がなされました。また、職務執行状況のモニタリングについては、各執行分野の重要な取り組み状

況がわかりやすい報告内容に見直し、取締役会の強化を図りました。

経営戦略　55%

 グループ経営の状況
 グローバル戦略
 事業会社のM&A案件
 職務執行状況報告
 年次報告書・計算書類等の承認
 研究開発計画　等

ガバナンス　21%

 株主総会関連　
 内部統制の有効性評価
 内部通報制度の運営状況
 人事　等

資本政策　24%

 �株主還元	
（自己株式取得・配当）
 �資金調達・貸付　

取締役会での審議案件の内訳（2017年4月～2018年3月）

取締役の選任方針・選任手続
NTTグループは、信頼され選ばれ続ける「Your Value Partner」として、お客さまに対してワールドワイドに新たな価

値を創造することを通じて、社会的課題の解決と安心・安全で豊かな社会の実現に寄与していきます。その価値観を共

有できる人材をNTTグループ全体のトップマネジメント層にグループ内外から幅広く選任していくこととしています。

取締役候補は、NTTグループ全体の企業価値の向上のために、グループトータルの発展に寄与する幅広い視野と経

験を有し、マネジメント能力とリーダーシップに優れ、経営センスと意欲のある人材を選任しています。

なお、業務執行の監督機能を強化する観点から、一般株主と利益相反を生じるおそれのない人材を独立社外取締役

とし、原則、複数名選任します。

取締役候補の選任手続については、「人事・報酬委員会」の審議を経て取締役会で決議し、株主総会に付議することと

しています。
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社外取締役メッセージ

独立社外取締役

白井 克彦
独立社外取締役

榊原 定征

私は、教育者、研究者としての経験をもとに、とくに技

術的視点からの助言や、業務執行の監督機能を強化す

るための提言を行ってまいりました。

IoTやAIなど、ビジネスと直結する技術が急速に進展

する中、当社の事業チャンスは研究開発力をキーとした

グローバル展開だと考えます。中でも重要なこととし

て、研究開発体制をとくにアメリカにおいて強化し、ス

ピード感を持ったグローバルな体制にすることや、自動

運転等の国際標準化への積極的な参画、増加が著しい

サイバー攻撃に対するお客さまのセキュリティ強化の

支援などが挙げられます。また、2024年のPSTNマイ

グレーション（固定電話ネットワークを従来の公衆回線

網からIP網へ移行させること）に向けては、さまざまな

技術的課題を解決する必要があります。

業務執行の礎となるコンプライアンスについては、

各取締役の業務執行状況報告について社外取締役とし

て客観的にモニタリングを行い、また企業倫理ヘルプ

ラインへの申告への対応状況を詳細にチェックするな

ど、地道な活動の積み重ねが必要不可欠です。

このような私の提言を含め、取締役会では活発な議

論が行われており、それがグループ経営に活かされて

いると考えております。

今後、当社のさらなる企業価値向上のためには、武器

である世界トップクラスの研究開発力を活かして、未来

社会に必要な情報技術を先導しなければなりません。

グローバル展開の加速には、グループ内の役割分担な

ど効率的な経営と人材の養成、確保が重要な課題だと

考えております。

私が当社の社外取締役に就任してから6年になりま

す。この間、世界のICT業界が目まぐるしいスピードで

変化していくのを目の当たりにしました。このスピード

は他の業界では類を見ないもので、今後も一層加速し

ていくでしょう。

このようなICT業界の変化に対し、どうすれば当社が

素早く適切に対応し、世界のお客さまが求めるサービ

スを提供することができるのか。こうした観点で、私は

積極的に当社のコーポレート・ガバナンスの強化に取り

組みました。例を挙げますと、当社グループの中長期の

グローバル戦略について海外子会社のトップから直接

ヒアリングを行ったり、ガバナンスやダイバーシティと

いったESGの取り組みについて監査役と意見交換を行

いました。

こうした取組みを通じて当社の実情を把握するとと

もに、私の今まで培ってきた経験を活かし、取締役会で

は、企業買収における主要幹部のリテンション施策、グ

ローバルでの調達、不正・不祥事の防止に向けた取り組

みなど、社外の目から見た厳しい指摘を含め活発な議

論を行いました。

澤田新体制のもと、さらなるグローバル展開を進め

るにあたっては、ダイバーシティ推進に今まで以上に留

意いただくとともに、取締役会の透明性向上やガバナ

ンス強化にも引き続き取り組んでいただき、SDGs（持

続可能な開発目標）の推進をめざした経営を実践して

いただきたいと思います。
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監査役会

略歴
1977年	4月	 �日本電信電話公社入社
2003年	6月	 �株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ	

（現 株式会社NTTドコモ）	
お客様サービス部長

2004年	9月	 �同社 お客様サービス部長	
情報セキュリティ部長兼務

2005年	6月	 �同社 お客様サービス部長
2006年	4月	 �同社 社会環境推進部長
2006年	6月	 �同社 執行役員 社会環境推進部長
2008年	7月	 �同社 執行役員 中国支社長
2012年	6月	 �同社 執行役員 	

情報セキュリティ部長
2013年	5月	 �らでぃっしゅぼーや株式会社	

代表取締役社長
2013年	6月	 �株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ	

（現 株式会社NTTドコモ）	
執行役員 	
コマース事業推進担当

2014年	6月	 �当社 常勤監査役（現在に至る）

重要な兼職の状況
なし

略歴
1978年	4月	 日本電信電話公社入社
2006年	6月	 �エヌ・ティ・ティ・コミュニケーショ

ンズ株式会社	
ヒューマンリソース部長	
研修センタ所長	
総務部長兼務

2008年	6月	 �同社 取締役 	
法人事業本部 副事業本部長

2011年	6月	 �同社 常務取締役	
法人事業本部 副事業本部長

2011年	8月	 �同社 常務取締役 	
第二営業本部長

2012年	6月	 �株式会社エヌ・ティ・ティピー・	
シーコミュニケーションズ	
代表取締役社長

2016年	6月	 �当社 常勤監査役（現在に至る）
※�当社および当社関連会社の経理部門の経

験があることから、財務および会計に関する
相当程度の知見を有するものであります。

重要な兼職の状況
なし

略歴
1974年	4月	 �東京大学 法学部助手
1977年	4月	 �成蹊大学 法学部助教授
1981年	4月	 �同 法学部教授
1990年	4月	 �東京大学大学院	

法学政治学研究科・法学部教授
2007年	4月	 �中央大学 法科大学院教授
2007年	4月	 �弁護士登録	

（第一東京弁護士会）	
（現在に至る）

2007年	6月	 �東京大学 名誉教授	
（現在に至る）

2008年	6月	 �株式会社荏原製作所 取締役
2012年	6月	 �当社 監査役（現在に至る）
2012年	7月	 �明治安田生命保険相互会社	

取締役（現在に至る）
2013年	6月	 �宇部興産株式会社 監査役	

（現在に至る）

重要な兼職の状況
弁護士
明治安田生命保険相互会社 社外取締役
宇部興産株式会社 社外監査役

略歴
1975年	3月	 �公認会計士 登録（現在に至る）
2007年	7月	 �日本公認会計士協会 副会長
2008年	7月	 �新日本有限責任監査法人 	

（現 EY新日本有限責任監査法人）
	 	 シニアパートナー
2010年	6月	 �京浜急行電鉄株式会社 監査役
2011年	6月	 �当社 監査役（現在に至る）
2012年	2月	 �株式会社東日本大震災事業者	

再生支援機構 監査役
2014年	6月	 �株式会社日本取引所グループ 	

取締役
2016年	6月	 �京浜急行電鉄株式会社 取締役	

（現在に至る）
※�公認会計士の資格を有していることから、財

務および会計に関する相当程度の知見を有
するものであります。

重要な兼職の状況
公認会計士
京浜急行電鉄株式会社 社外取締役

略歴
1974年	4月	 �弁護士登録（第二東京弁護士会）	

（現在に至る）	
森綜合法律事務所	

（現 森・濱田松本法律事務所）入所
1991年	4月	 �第二東京弁護士会 副会長
1997年	4月	 �日本弁護士連合会 常務理事
2006年	4月	 �第二東京弁護士会 会長
2006年	4月	 �日本弁護士連合会 副会長
2012年	1月	 �宏和法律事務所開設	

（現在に至る）
2012年	6月	 �株式会社島津製作所 監査役	

（現在に至る）
2013年	6月	 �株式会社ジャフコ 監査役
2013年	6月	 �アルプス電気株式会社 	

取締役（現在に至る）
2014年	6月	 �当社 監査役（現在に至る）

重要な兼職の状況
弁護士
株式会社島津製作所 社外監査役
アルプス電気株式会社 社外取締役

井手 明子
1955年2月28日生
常勤監査役

監査役在任年数
4年

持株数
9,000株

取締役会　出席回数（比率）
12／12回（100%）

監査役会　出席回数（比率）
21／22回（95%）

前澤 孝夫
1955年10月24日生
常勤監査役

監査役在任年数
2年

持株数
9,504株

取締役会　出席回数（比率）
12／12回（100%）

監査役会　出席回数（比率）
22／22回（100%）

落合 誠一
1944年4月10日生
独立社外監査役

監査役在任年数
6年

持株数
5,304株

取締役会　出席回数（比率）
10／12回（83%）

監査役会　出席回数（比率）
19／22回（86%）

友永 道子
1947年7月26日生
独立社外監査役

監査役在任年数
7年

持株数
2,700株

取締役会　出席回数（比率）
11／12回（92%）

監査役会　出席回数（比率）
21／22回（95%）

飯田 隆
1946年9月5日生
独立社外監査役

監査役在任年数
4年

持株数
2,900株

取締役会　出席回数（比率）
12／12回（100%）

監査役会　出席回数（比率）
22／22回（100%）

監査役の略歴等

※1	2018年6月30日現在
※2	出席回数は、2017年度の状況
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監査役候補は、専門的な経験、見識等からの視点に基づく監査が期待できる人材を選任することとしています。な

お、取締役の業務執行を公正に監査する観点から、一般株主と利益相反を生じるおそれのない人材を社外監査役とし、

会社法に則り監査役の半数以上を選任します。

監査役候補の選任手続については、監査役候補の選任方針に基づき取締役が提案する監査役候補について、社外監

査役が半数以上を占める監査役会における審議・同意を経て取締役会で決議し、株主総会に付議することとしています。

監査役監査業務を支援する体制として、専任の社員4名で構成する監査役室を設置しています。さらに、会社の費用

において弁護士等外部の専門家と契約を締結し、必要に応じて助言を得ることができるよう体制を整えています。

また、就任に際しては、市場動向やコンプライアンスなどに関する研修を行っています。就任後も国内外の経済・社会

問題など多岐にわたる研修を行っています。

加えて社外監査役に対しては、NTTおよびNTTグループへの理解をさらに深めるため、視察の機会を設けるなどの

取り組みも行っています。

監査役会は、公認会計士、大学教授および弁護士としての専門分野の経験、見識を有した独立社外監査役3名と常勤

監査役2名（各1名ずつ女性2名を含む）で構成され、独立社外監査役の独立性と常勤監査役の高度な情報収集力を組

み合わせた実効性のある監査を実施しています。そのうち常勤監査役前澤 孝夫氏はNTTおよびNTT関連会社の経理

部門の業務経験があり、また独立社外監査役友永 道子氏は、公認会計士の資格を有していることから、財務および会

計に関する相当程度の知見を有しています。

監査役は、取締役会など重要な会議に出席するほか、定期的に代表取締役や取締役とそれぞれのテーマに応じた意

見交換・議論を行うことで、取締役の職務の執行状況を把握するとともに必要に応じ提言を行っています。

2017年度においては監査役会を22回開催しました。また、「監査役会」とは別に「監査役打合せ会」を36回開催し、執

行部から「幹部会議」付議案件の説明を聴取するなど情報の共有を図っています。さらに、会計監査人との意見交換を

11回、内部統制室との意見交換を10回実施し、監査計画の説明や内部統制システムの状況などについて報告を受け

るとともに、必要に応じ提言を行うなど、会計監査人・内部監査部門と密に連携しています。

グループ各社に関する取り組みとしては、主要グループ会社21社の代表取締役からコーポレート・ガバナンスの状

況やその維持・向上に向けた取り組みなどを聴取し、それらについて議論を行うとともに、国内外主要拠点（19拠点）を

訪問し、現地代表者から聴取、議論を行っています。また、主要グループ会社の監査役から監査結果などについて報告

を受け、意見交換を行うほか、定期的に監査役を対象とした社外有識者などによる研修会を行うなど、各社監査役の監

査活動の向上に資する取り組みを実施しています。

このような活動を通じて、業務執行者とは異なる独立した立場からNTTおよびグループ各社に対し、健全でかつ持続的

な成長と発展を促すとともに、コーポレート・ガバナンスの体制強化やコンプライアンス意識の向上に寄与しています。

監査役の選任方針・選任手続 

監査役の活動の支援体制等 

監査役会の構成

監査役会の活動 
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独立役員

職務執行の監督機能を強化する観点、あるいは取締役の職務執行を公正に監査する観点から、一般株主と利益相反

を生じるおそれのない人材を、社外取締役ないし社外監査役とする方針としています。さらに、東京証券取引所の定め

る独立性基準に加え、以下の要件を満たす社外取締役ないし社外監査役を、独立役員に指定しています。

社外取締役・社外監査役の選任手続 

直近の3事業年度において以下に該当する者ではないこと。

（a）当社の基準を超える取引先※1の業務執行者

（b）当社の基準を超える借入先※2の業務執行者

（c）�当社および主要子会社※3から、直近の3事業年度のいずれかの事業年度において、役員報酬以外に年間1,000万円以上の金
銭その他の財産上の利益を直接得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家などの専門的サービスを提供する個人

（d）�当社の基準を超える寄付を受けた団体※4の業務執行者

なお、以上の（a）から（d）のいずれかに該当する場合であっても、当該人物が実質的に独立性を有すると判断した場合には、独立
役員の指定時にその理由を説明、開示します。

※1	当社の基準を超える取引先とは、直近の3事業年度のいずれかの事業年度における当社および主要子会社*3との取引合計額が、当該事業年度における当社およ
び主要子会社の年間営業収益合計額の2%以上の取引先をいう。

※2	当社の基準を超える借入先とは、直近の3事業年度のいずれかの事業年度における連結ベースでの借入額が、当該事業年度における当社の連結総資産の2%以
上の借入先とする。

※3	主要子会社とは、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ、株式会社
NTTドコモをいう。

※4	当社の基準を超える寄付を受けた団体とは、直近の3事業年度のいずれかの事業年度における当社および主要子会社*3からの寄付の合計額が、年間1,000万円
または当該事業年度における当該組織の年間総収入の2%のいずれか大きい額を超える団体をいう。

＜独立性判断基準＞
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社外取締役・社外監査役の選任理由・独立性に関する状況 

白井 克彦

教育機関の運営責任者等
としての豊富な経験を有
し、人格、見識共に優れて
いることから、業務執行の
監督機能強化への貢献お
よび幅広い経営的視点か
らの助言を期待するもの
です。

同氏が総長を
務めていた
早稲田大学

取引合計額

NTTおよび主要子会社の年
間営業収益合計額との比較 1%未満

同大学の年間総収入との比
較 1%未満

寄付の
合計額

同大学の年間総収入との比
較 1%未満

同氏が理事長を
務めていた
放送大学学園

（2017年3月に退職）

取引合計額 NTTおよび主要子会社の年
間営業収益合計額との比較 1%未満

寄付の
合計額 — 1,000万円

以下

榊原 定征

企業経営者としての豊富
な経験を有し、人格、見識
共に優れていることから、
業務執行の監督機能強化
への貢献および幅広い経
営的視点からの助言を期
待するものです。

同氏が取締役会長を
務めていた
東レ株式会社

取引合計額
NTTおよび主要子会社の年
間営業収益合計額との比較 1%未満

同社の年間売上高との比較 1%未満
同氏が会長を
務めていた
一般社団法人 
日本経済団体連合会

（2018年5月に退任）

取引合計額 NTTおよび主要子会社の年
間営業収益合計額との比較 1%未満

寄付の
合計額 — 1,000万円

以下

氏名 選任理由
独立性に関する状況

直近3事業年度におけるNTTおよび主要子会社との取引合計額または寄付の合計額

社外取締役（独立役員）

友永 道子

長年にわたり、公認会計士
の職務に携わり、その経歴
を通じて培った専門家とし
ての経験、見識からの視点
に基づく監査を期待する
ものです。

同氏が
シニアパートナーを
務めていた新日本
有限責任監査法人

（2010年6月に退職）

取引合計額

NTTおよび主要子会社の年
間営業収益合計額との比較 1%未満

同監査法人の年間売上高と
の比較 1%未満

同氏が副会長を
務めていた
日本公認会計士協会

（2010年7月に退職）
取引合計額

NTTおよび主要子会社の年
間営業収益合計額との比較 1%未満

同協会の年間売上高との比較 1%未満

落合 誠一

長年にわたり、法学研究を
専門とする大学教授を務
めていたことから、その経
歴を通じて培った専門家と
しての知識、見識からの視
点に基づく監査を期待す
るものです。

同氏が教授を
務めていた中央大学

（2015年3月に退職）

取引合計額
NTTおよび主要子会社の年
間営業収益合計額との比較 1%未満

同大学の年間総収入との比較 1%未満

寄付の
合計額※1 — 1,000万円

以下

飯田 隆

長年にわたり、法律に関す
る職務に携わり、その経歴
を通じて培った専門家とし
ての経験、見識からの視点
に基づく監査を期待する
ものです。

同氏が所属していた森・
濱田松本法律事務所

（2011年12月に退職）
取引合計額 NTTおよび主要子会社の年

間営業収益合計額との比較 1%未満

同氏が代表を
務めている
宏和法律事務所

取引
合計額※2

NTTおよび主要子会社の年
間営業収益合計額との比較 1%未満

氏名 選任理由
独立性に関する状況

直近3事業年度におけるNTTおよび主要子会社との取引合計額または寄付の合計額

社外監査役（独立役員）

※1 当該寄付は落合氏が所属していた法科大学院以外への寄付である。
※2 当該取引は通信サービスに係る取引のみである。
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社外取締役
（独立役員）

白井 克彦 経験豊富な教育機関の運営責任者等としての見地から、主にグループ経営の状況、研究開発、グ
ローバル戦略に関する発言を行っています。

榊原 定征 経験豊富な企業経営者としての見地から、主にグループ経営の状況、資本政策に関する発言を
行っています。

社外監査役
（独立役員）

友永 道子 公認会計士としての豊富な経験に基づき、専門的な見地から、主に会計監査に関する発言を行って
います。

落合 誠一 大学教授および弁護士としての豊富な経験に基づき、専門的な見地から、主にコーポレート・ガバ
ナンスに関する発言を行っています。

飯田 隆 弁護士としての豊富な経験に基づき、専門的な見地から、主にコーポレート・ガバナンスに関する発
言を行っています。

氏名 取締役会・監査役会での発言状況

取締役 12名 549百万円

監査役 5名 119百万円

合　計 17名 668百万円

区分 支給人数 報酬等の額

社外取締役・社外監査役の活動状況 

取締役および監査役の報酬等の総額（2017年度）

役員報酬
取締役の報酬等に関する事項については、客観性・透明性の向上を目的に、独立社外取締役2名を含む4名の取締役

で構成される「人事・報酬委員会」を設置し、同委員会の審議を経て取締役会にて決定しています。

取締役（社外取締役を除く）については、月額報酬と賞与から構成しています。月額報酬は、役位ごとの役割の大きさ

や責任範囲に基づき、支給することとしています。賞与は、当事業年度の会社業績等を勘案し支給することとしていま

す。また、中長期の業績を反映させる観点から、月額報酬ならびに賞与の一定額以上を拠出し役員持株会を通じて自社

株式を購入することとし、購入した株式は在任期間中、その全てを保有することとしています。

社外取締役については、高い独立性の確保の観点から、業績との連動は行わず、月額報酬のみを支給することとして

います。

監査役については、監査役の協議にて決定しており、社外取締役と同様の観点から、月額報酬のみを支給することと

しています。

※1.	取締役および監査役の報酬額については、2006年6月28日開催の第21回定時株主総会において、取締役の報酬額を年額7億5,000万円以内、監査役の報酬額を年額2億
円以内と決議いただいています。

※2.	取締役の報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与101百万円が含まれています。
※3.	上記のほか、使用人兼務取締役の使用人分賞与14百万円があります。

会計監査人

NTTは、会計監査人として、有限責任あずさ監査法人を選任しています。
会計監査人の活動 
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会計監査人は、監査役会における監査計画および監査結果の報告等や、内部統制室との間で財務報告に係る内部統

制評価手続の一環として統制状況をモニタリングする体制の整備などを通じて、監査役会、内部統制室と十分に連携

し、適正な監査を行っています。2017年度の監査を執行した公認会計士は金井 沢治氏、袖川 兼輔氏、大木 正志氏で

あり、当該公認会計士の監査継続年数は、法律等の定めの範囲内となっています。

また、監査業務に係る補助者の構成は公認会計士30名、その他23名です。

NTTは、会計監査は、監査品質の維持・向上を図りつつ効率的に行われることが重要と考えています。会計監査人の

候補の選任に際しては、監査役会は、この基本的な考え方をもとに、会計監査人の独立性・専門性、会計監査人による監

査活動の適切性・妥当性を評価項目として会計監査人を評価し、監査役会の決議を経て株主総会に付議することとして

います。

また、解任・不再任については、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認

められる場合に、監査役全員の同意により会計監査人を解任します。このほか、監査役会は、会計監査人の適正な監査

の遂行が困難であると認められる場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を

決定します。

会計監査人の選任 

NTTおよびNTTの主要な連結子会社は、NTTの監査公認会計士等である有限責任あずさ監査法人を含むKPMG

ネットワークに属する各メンバーファームに対し、監査証明業務および非監査業務に基づく報酬を支払っています。

監査報酬 

監査証明業務に基づく報酬 5,004百万円 6,036百万円
非監査業務に基づく報酬    567百万円    398百万円
合計 5,571百万円 6,434百万円

2016年度 2017年度

※	監査証明業務は、NTTおよび国内外の連結子会社の財務諸表の監査です。
	 非監査業務は、国際財務報告基準に関する指導・助言業務、国内外の連結子会社の税務申告書の作成および税務コンサルティング業務等です。

内部統制

内部統制システムの整備に関する基本方針を定め、取締役会にて決議しています。

本基本方針に基づき、内部統制室が規程・体制等の整備を統括するとともに、監査レビューの実施やグループとして

リスクの高い共通項目についての統一的な監査を実施することにより、内部統制システムの有効性を評価した上で、必

要な改善を実施しています。

また、金融商品取引法に基づき財務報告に係る内部統制について、整備・運用状況のテスト・評価を通じ、財務報告の

信頼性の確保に向けた適切な取り組みを実施しています。

内部統制の状況 

内部統制システムの基本方針 http://www.ntt.co.jp/about/tousei.htmlWEB
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NTTは、安定株主の形成等を目的とした、いわゆる「持合い株式」を保有しておらず、また、今後も保有しません。

一方で、中長期的な企業価値の向上に資するため、さまざまな業界のパートナーとのコラボレーションやオープンイ

ノベーションの推進を事業の方針としています。こうした方針を踏まえ、必要と考える株式を保有することとしています。

政策保有株式に関する議決権行使については、投資先企業の持続的な成長と、NTTおよび投資先企業の企業価値

向上の観点から、株主として適切に議決権を行使します。

政策保有株式

NTTは、株主の皆さまとの対話を重視した経営を推進しており、株主総会の場での対話はもちろんのこと、社長をは

じめとする経営幹部は、機関投資家の皆さまとの個別面談や個人投資家の皆さまに向けた説明会を通じて、業績動向

はもとより、中期的な経営戦略やガバナンス等の説明・質疑応答などについても株主の皆さまとの対話を積極的に進

めています。

株主の皆さまとの対話を通じていただいたご意見等につきましては適切に共有されており、2015年5月に発表した

中期経営戦略「新たなステージをめざして 2.0」の策定にあたっても、株主の皆さまの意見も踏まえて検討・策定を実施

しました。

なお、株主の皆さまとの対話に際しては、インサイダー情報の管理徹底はもちろんのこと、フェア・ディスクロージャー

（適時、公正かつ公平な情報開示）に配意して、積極的な情報開示を進めています。海外投資家の皆さまの利便性向上

のため、開示資料の日英同時開示に努めており、事業報告を含む招集通知全文についても日英同時に株主総会開催日

の1ヶ月以上前に開示しました。

株主および投資家の皆さまとの対話

取締役財務部門長を責任者とし、財務部門にIR室を設置しています。

「財務戦略委員会」等において定期的に決算状況を議論するなど、	
関係各部署と連携の上、コミュニケーションを充実させています。

個別面談のほか、投資家の皆さまのニーズを踏まえたテーマ別説明
会などを開催しています。

株主や投資家の皆さまからいただいたご意見を経営幹部やグループ	
各社に共有し、コミュニケーションの充実に役立てています。

ディスクロージャーポリシーに基づき、公正かつ公平な情報開示を	
実施しています。

統括する経営陣／取締役の指定

有機的な連携のための方策

対話手段の充実

効果的なフィードバック

インサイダー情報の管理

株主および投資家の皆さまとの建設的な対話に関する方針
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ディスクロージャー優良企業 インターネットIR優秀賞
（日本証券アナリスト協会） （大和インベスター・リレーションズ）

Internet IR

Internet IR

Internet IR

対話充実に向けた取り組み

IR活動関連の受賞

機関投資家の皆さま向け 個人投資家の皆さま向け

	 四半期ごとの決算説明会の実施（4回）

	 国内外のIRカンファレンスへの参加（10回）

	 NTT IR DAY（機関投資家の皆さま向けの説明会）の

開催（1回）

	 国内外での個別説明会の実施（延べ350件以上）	

（議題：中期経営戦略・業績・ガバナンスなど）

	 �会社説明会の実施（19回）	

（経営層による会社説明会4回を含む）

	 �オンライン会社説明会の実施（1回）

	 �個人投資家フェアへの参加（1回）

	 �施設見学会の実施（1回）

GRIスタンダード
対照表

NTTグループ サステナビリティレポート2018

146

トップメッセージ NTTグループの
概要

NTTグループの
CSR

人と地球の
コミュニケーション

人と社会の
コミュニケーション

安心・安全な
コミュニケーション

チームNTTの
コミュニケーション

ガバナンス

コーポレート・ガバナンス コンプライアンス リスクマネジメント 税務方針 知的財産マネジメント



健全な企業活動を推進していくためには、世界各国・各地の法令を遵守し、高い倫理観を持って事業を運営していく

ことが不可欠です。その認識のもと、2002年11月に「NTTグループ企業倫理憲章」を策定しました。

憲章は、NTTグループに所属する全ての役員および社員を対象に、企業倫理に関する基本方針と具体的な行動指針

を示しています。行動指針には、大きな社会的責務を担う情報流通企業グループの一員として、不正や不祥事の防止に

努めること、企業内機密情報の漏えいを防止すること、お客さまや取引先との応接の際の過剰な供授をなくすことな

ど、公私を問わず高い倫理観を持って行動することを定めています。

方針・考え方

コンプライアンス　

1.	�経営トップは、企業倫理の確立が自らに課せられた最大のミッションのひとつであることを認識し、率先垂範して本憲章の精神
を社内に浸透させるとともに、万一、これに反する事態が発生したときには、自らが問題の解決にあたる。

2.	�部下を持つ立場の者は、自らの行動を律することはもとより、部下が企業倫理に沿った行動をするよう常に指導・支援する。

3.	�NTTグループのすべての役員および社員は、国内外を問わず、法令、社会的規範および社内規則を遵守することはもとより、
公私を問わず高い倫理観を持って行動する。

	 �とりわけ、情報流通企業グループの一員として、お客さま情報をはじめとした企業内機密情報の漏えいは重大な不正行為で
あることを認識し行動するとともに、社会的責務の大きい企業グループの一員として、お客さま、取引先などとの応接にあ
たっては過剰な供授を厳に慎む。

4.	�NTTグループ各社は、役員および社員の倫理観の醸成に資するべく、機会をとらえ企業倫理に関する社員教育を積極的に実
施する。

5.	�NTTグループのすべての役員および社員は、業務の専門化・高度化の進展に伴い発生が懸念される不正・不祥事の予防に努
めるとともに、NTTグループ各社は、契約担当者の長期配置の是正や、お客さま情報などの保護に向けた監視ツールの充実
など、予防体制の整備を徹底する。

6.	�不正・不祥事を知ったNTTグループのすべての役員および社員は、上司などにその事実を速やかに報告する。また、これによ
ることができない場合は、「企業倫理ヘルプライン（受付窓口）」に通報することができる。なお、不正・不祥事を通報した役員お
よび社員は、申告したことによる不利益が生じないよう保護される。

7.	�不正・不祥事が発生したときは、NTTグループ各社は、迅速かつ正確な原因究明に基づく適切な対処によって問題の解決に取
り組むとともに、社会への説明責任を果たすべく、適時・適確な開かれた対応を行う。

NTTグループ企業倫理憲章

NTTグループ企業倫理憲章 http://www.ntt.co.jp/csr/governance/compliance.htmlWEB
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NTTグループでは、各社に企業倫理委員会、企業倫理担当を設置し、法令や企業倫理を遵守する企業風土の醸成や

企業倫理ヘルプライン運用規程に基づく不正・不祥事の調査を行うとともに、各社コンプライアンス担当者による定期

的な会議を実施し、グループトータルでのコンプライアンス推進に向けて取り組んでいます。

NTTグループは「国内外を問わず、法令、社会的規範および社内規則を遵守する」ことを「NTTグループ企業倫理憲

章」に明記しています。「贈賄防止」に関しては、理解し守るべき事項をまとめた「贈賄防止ハンドブック」を作成して国内

外の全社員へメールなどで周知しています。

また、NTT、NTT東日本・西日本については「日本電信電話株式会社等に関する法律」（以下、NTT法）によって収賄が

禁止されており、これに違反した場合には法的に罰せられます。各種団体への寄附・支援などについては、その内容を暴

力団対策法その他各種法規制に照らし、適法かつ適正な対象にのみ実施しています。また、NTTグループでは、どのよ

うな贈賄行為への関与も決して許されるものではないという認識のもと取り組んでいます。

NTTグループにおいて、2017年度に贈収賄や寄附・支援に関わる不正は確認されていません。

政治献金

NTTは、政治資金規正法に則り、政治献金は行っていません。一部のグループ会社においては、関係法令および各社

の倫理規程などに則り、各社の判断のもとで政治献金を実施しています。

取引先への遵守要請とリスクの評価

サプライヤの皆さまに対しては「サプライチェーンCSR推進ガイドライン」の中で公正取引・倫理の禁止事項（9項目）

を明記し、とくに主要サプライヤに対しては、CSR調達実施状況の調査を実施しています。腐敗防止・違法な政治献金・

反社会的勢力への対応を含むコンプライアンス全般についてチェックするとともに対応強化を要請しています。

NTTグループは事業活動における公正な競争環境を維持するため、独占禁止法を遵守しています。2017年度にお

いても、独占禁止法に違反するとして行政処分を受けた事例はありません。

贈収賄防止

独占禁止法遵守

推進体制

主な取り組み
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NTTでは「コンプライアンスの徹底について、法令を遵守し高い倫理観を持って事業を運営していくことが不可欠」

というトップ自らの経営姿勢を見せるとともに、不正行為に関与するリスクを明らかにし、いかなる不正も許容しないこ

とをグループ各社の社長が宣言しています。また、「NTTグループ企業倫理憲章」を実効性のあるものとするために、社

員向けの企業倫理研修などを実施するとともに、社員向けWebサイトで上記の宣言や企業倫理上問題となる事例に

ついて詳しく解説しています。また、毎年6月と12月に社員へ向けて倫理保持の注意喚起の周知を行い、社員の理解度

向上に努めています。毎年、社員への意識調査を実施してこれら施策の実効性を測り、さらなる企業倫理の浸透に向け

て取り組んでいます。

NTTグループは、全社員向けの企業倫理研修を継続的に実施してい

ます。グループ各社は事業特性に応じたコンプライアンスや不正行為に

関するリスクに合わせて、研修を実施しています。

その他に、毎年役員向けのコンプライアンス研修も実施しています。

社員向けの贈賄防止のための浸透ツールとして、2014年度に贈賄防

止ハンドブックを作成し、国内外の全グループ会社にメールなどで周知し

ました。同ハンドブックには、贈賄防止を徹底する社長からのメッセージを

はじめ、贈賄やファシリテーションペイメントに関する基本的な情報と事

例を掲載し、全員が正しい知識と理解を得られるよう促しています。

NTTグループでは社員へのコンプライアンス意識の浸透を把握するため、NTTの企業倫理担当がグループ会社も

含めたアンケートを年１回実施するとともに、グループ各社内においては業務主管部門・コンプライアンス担当部門・内

部監査部門・監査役による4層のモニタリングを通じ、企業倫理・コンプライアンスの状況について、客観的かつ多面的

なチェックを実施しています。

NTTでは、内部監査部門を持つグループ会社に対し、コンプライアンスに関する監査の実施状況を確認するととも

に、NTT内および内部監査部門を持たないグループ会社について、コンプライアンスの取り組み状況を直接確認して

います。2017年度においては、当社を含む13社に対し、これらを確認しました。

企業倫理研修

企業倫理憲章の浸透に向けた取り組み

贈賄防止ハンドブック

企業倫理浸透のチェック体制

社員向け企業倫理Webサイト

贈賄防止ハンドブック
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不正や不祥事の未然防止を図るために、グループ各社において内部通報のための社内受付窓口を設けているほか、

NTTが弁護士事務所に委託して、全グループ会社を対象とした「企業倫理ヘルプライン（社外受付窓口）」を設けていま

す。本ヘルプラインでは、人権に関する相談や通報も受け付けています（P110参照）。

これら窓口への通報者に対して、通報したことで不当な人事（人事異動、降格など）といった不利益が生じないよう保

護することを「NTTグループ企業倫理憲章」に明記しています。窓口へ寄せられた相談や通報は各主管担当が調査・対

応し、グループ各社の企業倫理委員会で報告した上で、年1回以上の頻度でNTTの企業倫理委員会で全申告内容と対

応状況をとりまとめ、取締役会に報告しています。

また、経営陣から独立した窓口として監査役への独立通報ルートを開設・運用しており、「企業倫理ヘルプライン（社

外受付窓口）」を通じた通報は、原則として監査役へも同時に直接的な送付を行うとともに、監査役へ対してのみ通報す

ることも可能としています。

企業倫理ヘルプラインで受け付けた通報件数とその内訳を把握し、サステナビリティレポートおよびNTTグループの

CSRのWebサイト上で公開しています。

企業倫理ヘルプライン（社外受付窓口）における通報受付件数

受付窓口の設置
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企業倫理ヘルプライン通報件数とその内訳

※	 （　）内は解雇処分となった件数

2015年度 2016年度 2017年度
通報件数 通報件数 通報件数

懲戒処分
件数

懲戒処分
件数

懲戒処分
件数

全体 通報件数 304 16（1） 365 32（5） 350 23（1）
コンプライアンス違反 63 16（1） 103 32（5） 98 23（1）

●社内ルール違反 63 16（1） 103 32（5） 98 23（1）
●法令違反 0 0 0 0 0 0

違反なし 241 － 262 － 252 －
ハラスメント 通報件数 119 2（0） 154 10（0） 168 15（0）

コンプライアンス違反 21 2（0） 33 10（0） 38 15（0）
●社内ルール違反 21 2（0） 33 10（0） 38 15（0）
●法令違反【人権侵害等】 0 0 0 0 0 0

違反なし 98 － 121 － 130 －
不適切な業務処理 通報件数 70 4（0） 77 2（0） 73 1（0）

コンプライアンス違反 9 4（0） 17 2（0） 24 1（0）
●社内ルール違反 9 4（0） 17 2（0） 24 1（0）
●法令違反【贈収賄、不正会計、偽装請負等】 0 0 0 0 0 0

違反なし 61 － 60 － 49 －
会社経費の私的使用 通報件数 37 4（1） 38 11（2） 32 5（1）

コンプライアンス違反 14 4（1） 16 11（2） 12 5（1）
●社内ルール違反 14 4（1） 16 11（2） 12 5（1）
●法令違反 0 0 0 0 0 0

違反なし 23 － 22 － 20 －
その他 通報件数 78 6（0） 96 9（3） 77 2（0）

コンプライアンス違反 19 6（0） 37 9（3） 24 2（0）
●社内ルール違反 19 6（0） 37 9（3） 24 2（0）
●法令違反 0 0 0 0 0 0

違反なし 59 － 59 － 53 －

コンプライアンス違反や「NTTグループ企業倫理憲章」への違反が認められた場合は、グループ各社で定めている

懲戒規程などに基づいて対処します。減給や出勤停止などの懲戒処分のほか、ケースに応じて査定（評価）や人事異動

に反映します。

なお、2016年12月に消費者庁が改正した「内部通報制度に関するガイドライン」において実施を奨励されている、中

立・公正な「第三者評価」を2017年5月に実施し、「おおむね、適切に整備・運用されている」という評価をいただきました。

●	ヘルプラインの活用度や信頼性といった有効性を確認するため、制度と運用実態を調査
●	規程等の制定状況、申告者への対応状況等のサンプル調査
●	 「内部通報制度に関するガイドライン」の遵守状況の確認
●	運用者へのヒアリング調査と運用上の課題等に関するディスカッション

違反が認められた場合の罰則について

第三者評価の調査内容
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情報通信分野における競争の激化など、NTTグループを取り巻く経営環境が激変する中で、グループ各社が抱える

ビジネスリスクはますます増加しています。

NTTグループは、身近に潜在するリスクの発生を予想・予防し、万一リスクが顕在化した場合でも損失を最小限に抑

えることができるように努めています。その一環として、グループ一体となってリスクマネジメントに取り組んでいくこ

とができるよう、「NTTグループビジネスリスクマネジメントマニュアル」を策定し、各社に配布しています。これは、事業

運営を取り巻く多様なリスクへの対処方針とグループ会社間の連携方法等を記載したマニュアルです。

加えて、グループ各社では、個々の事業内容や経営環境などに応じた独自のマニュアルなどを策定し、ビジネスリス

クをコントロールしています。

NTTでは、適切かつ効率的な業務運営を行うために、自社におけるリスクマネジメントの基本的事項を定めた「リスク

マネジメント規程」を制定し、代表取締役副社長（リスクマネジメント担当）が委員長を務め、各室部の長を委員とする

「ビジネスリスクマネジメント推進委員会」が中心となって、継続的なPDCAサイクルに基づくリスクマネジメントを実施

しています。

NTTグループにおいては、代表取締役副社長がリスクマネジメントに関する最終責任を担い、また、各業務執行役員

が自らの所掌する業務分野のリスク管理責任を有しています。

推進体制

方針・考え方

リスクマネジメント

リスクマネジメント体制図

NTT（持株会社）

全社リスクのとりまとめ
（ビジネスリスクマネジメント推進委員会【委員長：代表取締役副社長】）

経営企画部門

ディスクロージャー
委員会

技術企画部門

研究企画部門（各研究所）

財務部門

総務部門

新ビジネス推進室

グローバルビジネス推進室

全社リスクの特定
＋

重要リスクの特定 提示

リ
ス
ク
フ
ァ
ク
タ
ー
の
洗
い
出
し

グループ各社
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NTTでは社会環境の変化などを踏まえ、想定するリスクや、その管理方針の見直しを随時行っています。

リスクの抽出にあたっては、ビジネスリスクマネジメント推進委員会が中心となって、NTTグループを取り巻くリスク

の分析プロセスを策定し、このプロセスに則って定期的にリスク分析を実施することで、全社リスクを特定します。さら

に、それらリスクの相関分析を行い、最も重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクを「重要リスク」と特定し、その対応策

を決定します。

リスク管理項目については、ビジネスリスクマネジメント推進委員会において決議しています。リスクモニタリングに

関しては、各主管部門によるモニタリング状況やリスク軽減効果をビジネスリスクマネジメント推進委員会で報告する

とともに、重要リスクへの取り組み状況について内部統制室が個別に監査して次年度の取締役会で報告しています。

リスクの抽出・重要リスクの特定

次年度リスクの
管理方法、

取り組み内容の決定

リスクの
相関分析・評価

（重要リスクなど決定）

リスクファクターとして開示する項目の
選定とドラフティング

全社リスク特定

年間を通じた取り組みの実施
（重要リスクなどについて各リスクの統制状

況を踏まえ、内部統制室により内部監査）

リスク振り返り、
新たなリスク洗い出し

（網羅的にリスクを洗い出し）

提示

各組織

各組織等
ビジネスリスクマネジメント推進委員会

（委員長：代表取締役副社長）

ディスクロージャー委員会
（委員長：代表取締役副社長）

リスクマネジメントプロセス
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個人情報などの機密情報が流出した場合や不適切な取り扱いがなされた場合、NTTグループの信頼性や企業イ

メージが低下し、事業へ影響が生じるおそれがあります。こうした事態を防ぐため、お客さま情報をはじめとする業務上

の機密情報の取り扱いについて厳重な管理に努めています。また、「NTTグループ情報セキュリティポリシー」（P085

参照）を制定し、管理体制の整備、情報への不正なアクセスや情報の紛失・改ざん・漏えいの防止に向けた厳格なセキュ

リティ対策、年1回の役員研修など役員・社員への啓発、委託先への適切な監督、マニュアル類の整備などを実施して

います。

さらに、NTTグループの内部監査では、リスクを踏まえた統制状況の確認を実施しており、情報セキュリティリスクの

管理上重要な項目について確認しています。

NTT、NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ、NTTドコモの5社は災害基本法における指定公共機関

です。同法に基づき、災害に備えて防災に関する措置を円滑かつ適切に遂行するために、NTTグループでは「防災業務

計画」を定めています。

防災に対する備えは、最新の知見や法改正などを踏まえ、適宜見直しを続けていく必要があります。2014年6月に政

府が「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」を改定したことなどを受けて、「防災業務計画」を改定・強化しています。

新型インフルエンザなど感染症の世界的な流行により、経済や生活に大きな影響を与える事態が生じる中、その対

策が社会的課題となっています。

2012年に公布された新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、NTT、NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュ

ニケーションズ、NTTドコモの5社が指定公共機関に任ぜられました。これを受けて、NTTグループは2014年3月に「新

型インフルエンザ等対策業務計画」を策定し、新型インフルエンザなどの発生段階の区分に応じて、指定公共機関とし

ての責務の遂行および人命尊重の視点からの感染防止を講じるための具体的な計画を定めています。

また、政府が行う全体訓練と連携した対策訓練を実施するなど、新型インフルエンザなどの発生に備えた対策を実施

しています。

情報セキュリティリスク

災害リスク

パンデミックリスク

個別リスクへの対応

NTTグループ情報セキュリティポリシー http://www.ntt.co.jp/g-policy/index.htmlWEB

個人情報保護について http://www.ntt.co.jp/kojinjo/index.htmlWEB
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気候変動に基づく集中豪雨や台風などの自然災害の頻度や規模が大きくなることに起因し、通信設備の破損による

サービス中断が頻発するおそれがあります。とくに110番・119番・118番などの重要通信が中断することによる2次的

混乱の発生や、早期復旧ができないことによるレピュテーションの低下などの影響が発生するおそれがあります。

このようなリスクに対して、通信ネットワークの多ルート化や、通信ビルの防災対策の強化を実施することで、自然災

害が発生した際のリスク影響の低減を図っています。さらに、災害対策用機器の充実化や災害対策要員に対する演習･

訓練を定期的に実施し、災害が起きた場合でも迅速に復旧を行うことのできる対策を実施しています。

昨今の物理テロ・サイバーテロの増加などの世界情勢不安や、自国中心主義・ポピュリズムの台頭などの政治的な潮

流により、人材の自由な移動を制限する内向き経済化が加速することも予想されます。そうした情勢が進展すれば、海

外グループ会社を中心に労働力を確保することが困難となり、例えばサイバーセキュリティ人材の不足となった場合

は、お客さまやNTTグループ自社内で発生したセキュリティインシデントに対応できないことにより、収支やレピュテー

ションの低下などの影響が発生するおそれがあります。

このようなリスクに対して、国内外のグループ会社におけるセキュリティ人材の確保に向けた採用の強化と、優秀な

人材の育成に向け、産業界で連携した育成プログラムの充実を図っています。また、最先端かつ高度なセキュリティ人

材を集めたNTT-CERTによるNTTグループの横断的なセキュリティ対応として、インシデント感知、解決、被害最小化、

発生予防などを実施しています。

新興リスク※

気候変動に基づく自然災害の頻度・規模が年々大きくなっていることに起因するサービス中断リスク

内向き経済化の加速に起因する人材不足リスク

環境が事業に与えるリスクについては、グループ全体の環境活動を統括する環境推進室が、環境影響と財務的な影

響を指標として絞り込みを行っています。個別の施設・設備レベルにおけるリスク・機会についても、全グループ会社に

置いている環境担当と設備担当とが連携し、モニタリング・評価しています。また、将来の気候変動によるリスクに関し

ては、事業活動上でのとくに重要な環境課題（P056参照）として、2030年までの目標を設定しています。

気候変動に関するリスクと機会についての詳細は、P070をご参照ください。

気候変動リスク

※予想外の変化によって生じる著しいリスク
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NTTグループの全ての役員および社員は、国内外を問わず、法令、社会的規範および社内規則を遵守することはも

とより、公私を問わず高い倫理観を持って行動しています。税務実務においても指針を整備し、社員に対する啓発など

を通じ、コンプライアンスの維持・向上に努めています。

基本方針

NTTは、税務を含む各種リスクに対処するため、内部統制システムの整備に関する基本方針を定め、取締役会にて決

議しています。税務実務に関わる各社の役割は次の通りです。

ガバナンス体制

NTTグループの株主価値最大化の観点から、税負担の軽減措置などの適切かつ効果的な利用に努めています。な

お、法令等の趣旨を逸脱する解釈・適用による節税は行っていません。

税負担の適正化

税務方針

1.	NTT

税務実務についての基本方針・指針を定め、連結子会社と連携を図りながら、必要な対応策などを推進する。法令
などの情報収集に努め、連結子会社に周知、指導を行う。

2.	連結子会社

NTTの定める基本方針・指針にしたがい、税務申告・納税、税務調査などの税務関連業務を適正に遂行するととも
に、NTTに対する必要な報告、関連書類の提出などを行う。
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移転価格税制
●	�NTTグループの国外関連取引に適用する取引価格は、各国・地域の法令や、経済協力開発機構（OECD）が公表して

いる移転価格ガイドラインに基づき、独立企業原則にしたがって算定する。
●	�価格算定方法について、各国・地域の法令等において文書化義務のある場合や、取引規模や税務リスク等から必要

な場合、適切に文書化を行う。

タックスヘイブン対策税制
●	�軽課税国での投資を実施する場合には、各国・地域の法令等の定めるところにより、適正に納税する。

NTTグループは税務当局とのコミュニケーションを通じて、当局と良好な関係を維持するよう努め、誠意を持って真

摯かつ事実に基づく説明・対応を行っています。

問題点の指摘などを受けた場合には、税務当局の措置・見解に対する異議申し立て・訴訟等を行う場合を除き、直ち

に問題点の原因を解明し、適切な是正および改善措置を講じ、再発を防止しています。

税務当局との関係

国際取引にともなう税務リスクに対しては事前に十分な検討を行うとともに、必要に応じて税務専門家に対して助

言・指導などを依頼しています。

とくに、移転価格税制、タックスヘイブン対策税制については、以下の通り対応することとしています。

税務リスク

納付税額

国内 4,144
海外    384
合計 4,528

2016年度（単位：億円）

GRIスタンダード
対照表

NTTグループ サステナビリティレポート2018

157

トップメッセージ NTTグループの
概要

NTTグループの
CSR

人と地球の
コミュニケーション

人と社会の
コミュニケーション

安心・安全な
コミュニケーション

チームNTTの
コミュニケーション

ガバナンス

コーポレート・ガバナンス コンプライアンス リスクマネジメント 税務方針 知的財産マネジメント



NTTグループの事業活動は、積極的な研究開発活動の成果として生み出された先端技術による製品・サービスに

よって支えられています。こうした背景から、研究開発で創出される知的財産を適切に保護・活用していくことは、NTT

グループの継続的な成長、ひいては、お客さまと社会への継続的な貢献のために重要であると考えています。事業活

動のあらゆる局面で、NTTグループの知的財産の保護・活用と、他社の知的財産の尊重を意識した活動を推進してい

ます。

NTTは、研究開発で得た成果を知的財産権で積極的に保護し、事業の優位性を確保するとともに、産業界の発展に貢

献する技術や、標準化され、社会で活用されている技術については広くライセンスを行い、成果の普及に努めています。

そのために、NTT知的財産センタを中心にNTTグループ全体に関わる知的財産活動方針を策定するとともに、各社

の知的財産部門に対し、知的財産の利用、管理に関する支援や調整、また知的財産制度に関するグループの意見集約

と対外的な情報発信などを行っています。

NTTは、グループ各社が研究開発技術を事業で活用するにあたって第三者の知的財産権を侵害することがないよう

に、研究開発の初期からグループ各社へ研究開発技術を提供するまでの各段階で国内外の他者権利を調査していま

す。また、知的財産に関する国内外の制度改正、紛争事例、裁判事例などの動向とその影響をグループ各社と共有する

ことで、知的財産権に関する法令の遵守とビジネスリスクの低減を図っています。

知的財産についての考え方

知的財産管理体制

第三者の知的財産権の尊重

知的財産の保護と活用

知的財産マネジメント

NTT知的財産センタ http://www.ntt.co.jp/chizai/index.htmlWEB
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独立第三者の保証報告書
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情報開示 内容 掲載ページ	

組織のプロフィール	
102-1 組織の名称

a.	 組織の名称
P012 NTTグループの概要

102-2 活動、ブランド、製品、サービス
a.	 組織の事業活動に関する説明
b.	 �主要なブランド、製品、およびサービス。特定の市場で販売が禁止されている製

品またはサービスがあれば、その説明を含める

P012 NTTグループの概要

102-3　 本社の所在地
a.	 �組織の本社の所在地

P005 お問い合わせ

102-4　 事業所の所在地
a.	 �組織が事業を展開している国の数、および重要な事業所を所有している国の名

称。報告書に記載している項目との関連は問わない

P012 NTTグループの概要
（参照）NTTグループ会社一覧
http://www.ntt.co.jp/gnavi/
index.html

102-5 所有形態および法人格
a.	 �組織の所有形態や法人格の形態

P012 NTTグループの概要

102-6　 参入市場
a.	 �参入市場。次の事項を含む
i.	 �製品およびサービスを提供している地理的な場所
ii.	 �参入業種
iii.	 �顧客および受益者の種類

P012-13 NTTグループの概要

102-7　 組織の規模
a.	 組織の規模。次の事項を含む
i.	 総従業員数
ii.	 総事業所数
iii.	 純売上高（民間組織について）、純収入（公的組織について）
iv.	 株主資本および負債の内訳を示した総資本（民間組織について）
v.	 提供する製品、サービスの量

P012-013 NTTグループの概要

102-8 従業員およびその他の労働者に関する情報
a.	 �雇用契約（正社員と臨時雇用者）別の、男女別総従業員数
b.	 �雇用契約（正社員と臨時雇用者）別の、地域別総従業員数
c.	 �雇用の種類（常勤と非常勤）別の、男女別総従業員数
d.	 �組織の活動の相当部分を担う者が、従業員以外の労働者であるか否か。
	 �該当する場合、従業員以外の労働者が担う作業の性質および規模についての

記述
e.	 �開示事項 102-8-a、102-8-b、102-8-cで報告する従業員数に著しい変動（観光

業や農業における季節変動）
f.	 �データの編集方法についての説明（何らかの前提があればそれも含める）

P012-013
P100-106

NTTグループの概要
ダイバーシティの推進

102-9 サプライチェーン
a.	 �組織のサプライチェーンの説明。組織の活動、主要なブランド、製品、および

サービスに関するサプライチェーンの主要要素を含める

P111-114 バリューチェーン・マネジメントの強化

102-10 組織およびそのサプライチェーンに関する重大な変化
a.	 �組織の規模、構造、所有形態、またはサプライチェーンに関して生じた重大な変

化。次の事項を含む
i.	 �所在地または事業所に関する変化（施設の開設や閉鎖、拡張を含む）
ii.	 �株式資本構造の変化、その他資本の形成、維持、変更手続きの実施による変化

（民間組織の場合）
iii.	 �サプライヤーの所在地、サプライチェーンの構造、またはサプライヤーとの関係

の変化（選定や解消を含む）

P013 直近1年間における主なM&A

102-11 予防原則または予防的アプローチ
a.	 �組織が予防原則や予防的アプローチに取り組んでいるか。またその取り組み方

P069
P070
P152-155

気候変動による機会
気候変動適応への貢献
リスクマネジメント

102-12 外部イニシアティブ
a.	 �外部で作成された経済、環境、社会の憲章、原則その他のイニシアティブで、組

織が署名または支持しているもののリスト

P063

P087
P088

ICT装置の省エネルギー化に向けて、
業界横断で取り組みを実施
CSIRTの運営
日本のセキュリティ人材育成への貢献

一般開示項目
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情報開示 内容 掲載ページ	

組織のプロフィール	
102-13 団体の会員資格

a.	 �業界団体、その他の協会、および国内外の提言機関で組織が持っている主な会
員資格のリスト

P013 会員資格一覧

 戦略	
102-14 上級意思決定者の声明

a.	 �組織とサステナビリティの関連性、およびサステナビリティに取り組むための戦
略に関する、組織の最高意思決定者（CEO、会長またはそれに相当する上級幹
部）の声明

P006-011 トップメッセージ

102-15 重要なインパクト、リスク、機会
a.	 �重要なインパクト、リスク、機会の説明

P006-011
P069-071
P152-155

トップメッセージ
気候変動によるリスクと機会
リスクマネジメント

倫理と誠実性	
102-16 価値観、理念、行動基準・規範

a.	 �組織の価値観、理念、行動基準・規範についての説明
P016
P053
P055
P108

P147

NTTグループCSR憲章
NTTグループ地球環境憲章
NTTグループ環境宣言
NTTグループ人権憲章、人権に関す
る基本方針
NTTグループ企業倫理憲章

102-17 倫理に関する助言および懸念のための制度
a.	 �組織内外に設けられている次の制度についての説明
i.	 �倫理的行為および合法行為、ならびに組織の誠実性に関する助言を求める制度
ii.	 �非倫理的行為または違法行為、ならびに組織の誠実性に関する懸念を通報する

制度

P150 受付窓口の設置

ガバナンス	
102-18 ガバナンス構造

a.	 �組織のガバナンス構造。最高ガバナンス機関の委員会を含む
b.	 �経済、環境、社会項目に関する意思決定に責任を負っている委員会

P023
P060
P132-134
P152

CSRマネジメント体制
環境マネジメント
企業統治体制の全体像
リスクマネジメント体制

102-19 権限移譲
a.	 �最高ガバナンス機関から役員や他の従業員へ、経済、環境、社会項目に関して権

限委譲を行うプロセス

P023 CSRマネジメント体制

102-20 経済、環境、社会項目に関する役員レベルの責任
a.	 �組織が、役員レベルの地位にある者を経済、環境、社会項目の責任者として任命

しているか
b.	 �その地位にある者が、最高ガバナンス機関の直属となっているか

P023
P135-136

CSRマネジメント体制
取締役会

102-21 経済、環境、社会項目に関するステークホルダーとの協議
a.	 �ステークホルダーと最高ガバナンス機関の間で、経済、環境、社会項目に関して

協議を行うプロセス
b.	 �協議が権限移譲されている場合は、誰に委任されているか、最高ガバナンス機

関への結果のフィードバックをどのように行っているか

P026-031 ステークホルダーエンゲージメント

102-22 最高ガバナンス機関およびその委員会の構成
a.	 �最高ガバナンス機関およびその委員会の構成。次の事項による
i.	 �執行権の有無
ii.	 �独立性
iii.	 �ガバナンス機関における任期
iv.	 �構成員の他の重要な役職およびコミットメントの数、ならびにコミットメントの性質
v.	 �ジェンダー
vi.	 �発言権が低い社会的グループのメンバー
vii.	 �経済、環境、社会項目に関係する能力
viii.	�ステークホルダーの代表

P132-146 コーポレート・ガバナンス

102-23 最高ガバナンス機関の議長
a.	 �最高ガバナンス機関の議長が組織の執行役員を兼ねているか否か
b.	 �議長が執行役員を兼ねている場合、組織の経営におけるその者の役割と、その

ような人事の理由

P135-137 取締役会

102-24 最高ガバナンス機関の指名と選出
a.	 �最高ガバナンス機関およびその委員会メンバーの指名と選出のプロセス
b.	 �最高ガバナンス機関のメンバーの指名と選出で用いられる基準。次の事項を

含む
i.	 �ステークホルダー（株主を含む）が関与しているか、どのように関与しているか
ii.	 �多様性が考慮されているか、どのように考慮されているか
iii.	 �独立性が考慮されているか、どのように考慮されているか
iv.	 �経済、環境、社会項目に関する専門知識や経験が考慮されているか、どのように

考慮されているか

P137
P140
P141

取締役の選任方針・選任手続
監査役の選任方針・選任手続
社外取締役・社外監査役の選任手続
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情報開示 内容 掲載ページ	

ガバナンス	
102-25 利益相反

a.	 �利益相反の回避、対処のために最高ガバナンス機関が行っているプロセス
b.	 �利益相反に関する情報をステークホルダーに開示しているか。最低限、次の事

項を含む
i.	 �役員会メンバーへの相互就任
ii.	 �サプライヤーおよびその他のステークホルダーとの株式の持ち合い
iii.	 �支配株主の存在
iv.	 �関連当事者の情報

P132-146 コーポレート・ガバナンス

102-26 目的、価値観、戦略の設定における最高ガバナンス機関の役割
a.	 �経済、環境、社会項目に関わる組織の目的、価値観、ミッション・ステートメント、戦

略、方針、目標の策定、承認、更新に際して、最高ガバナンス機関と役員が果たす
役割

P023
P132-134

CSRマネジメント体制
企業統治体制の全体像

102-27 最高ガバナンス機関の集合的知見
a.	 �経済、環境、社会項目に関する最高ガバナンス機関の集合的知見を発展、強化す

るために実施した施策

P137
P140

取締役に対する研修
監査役の活動の支援体制

102-28 最高ガバナンス機関のパフォーマンスの評価
a.	 �最高ガバナンス機関の経済、環境、社会項目のガバナンスに関するパフォーマン

スを評価するためのプロセス
b.	 �当該評価の独立性が確保されているか否か、および評価の頻度
c.	 �当該評価が自己評価であるか否か
d.	 �最高ガバナンス機関の経済、環境、社会項目のガバナンスに関するパフォーマン

ス評価に対応して行った措置。最低限、メンバーの変更や組織の実務慣行の変
化を含む

ー

102-29 経済、環境、社会へのインパクトの特定とマネジメント
a.	 �経済、環境、社会項目、およびそのインパクト、リスク、機会の特定とマネジメント

における最高ガバナンス機関の役割。デュー・デリジェンス・プロセスの実施にお
ける最高ガバナンス機関の役割を含む

b.	 �最高ガバナンス機関による経済、環境、社会項目、およびそのインパクト、リスク、
機会の特定とマネジメントをサポートするために、ステークホルダーとの協議が
活用されているか否か

P023
P069-071
P152-155

CSRマネジメント体制
気象変動に関するリスクと機会
リスクマネジメント

102-30 リスクマネジメント・プロセスの有効性
a.	 �経済、環境、社会項目に関するリスクマネジメント・プロセスの有効性のレビュー

における最高ガバナンス機関の役割

P023
P152-155

CSRマネジメント体制
リスクマネジメント

102-31 経済、環境、社会項目のレビュー
a.	 �経済、環境、社会項目、およびそのインパクト、リスク、機会に関して最高ガバナン

ス機関が行うレビューの頻度

P023
P152-155

CSRマネジメント体制
リスクマネジメント

102-32 サステナビリティ報告における最高ガバナンス機関の役割
a.	 �組織のサステナビリティ報告書の正式なレビューや承認を行い、すべてのマテリ

アルな項目が取り上げられていることを確認する機能を果たしている最高位の
委員会または役職

P023 CSRマネジメント体制

102-33 重大な懸念事項の伝達
a.	 �最高ガバナンス機関に対して重大な懸念事項を伝達するために設けられている

プロセス

P026-031
P044
P110
P125
P145
P150

ステークホルダー・エンゲージメント
お客さま相談窓口
人権に関する相談窓口
良好な労使関係
株主および投資家の皆さまとの対話
受付窓口の設置

102-34 伝達された重大な懸念事項の性質と総数
a.	 �最高ガバナンス機関に伝達された重大な懸念事項の性質と総数
b.	 �重大な懸念事項への対処、解決のために使われたメカニズム

P150 受付窓口の設置

102-35 報酬方針
a.	 �最高ガバナンス機関および役員に対する報酬方針。次の種類の報酬を含む
i.	 �固定報酬と変動報酬（パフォーマンス連動報酬、株式連動報酬、賞与、後配株式

または権利確定株式を含む）
ii.	 �契約金、採用時インセンティブの支払い
iii.	 �契約終了手当
iv.	 �クローバック
v.	 �退職給付（最高ガバナンス機関、役員、その他の全従業員について、それぞれの

給付制度と拠出金率の違いから生じる差額を含む）
b.	 �報酬方針におけるパフォーマンス基準と、最高ガバナンス機関および役員の経

済、環境、社会項目における目標がどのように関係しているか

P135-136
P143

取締役会
役員報酬

102-36 報酬の決定プロセス
a.	 �報酬の決定プロセス
b.	 �報酬コンサルタントが報酬の決定に関与しているか否か、また報酬コンサルタン

トが経営陣から独立しているか否か
c.	 �報酬コンサルタントと組織との間に存在するその他の関係

P143 役員報酬

102-37 報酬に関するステークホルダーの関与
a.	 �報酬に関するステークホルダーの意見をどのように求め、また考慮しているか
b.	 �考慮している場合、報酬方針や提案への投票結果

P143 役員報酬
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情報開示 内容 掲載ページ	

顧客プライバシー	
418-1 顧客プライバシーの侵害および顧客データの紛失に関して具体化した不服申立 該当なし
経済社会面のコンプライアンス	
419-1 社会経済分野の法規制違反 該当なし
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お問い合わせ

〒100-8116　東京都千代田区大手町一丁目5番1号 大手町ファーストスクエア イーストタワー
日本電信電話株式会社 総務部門 CSR推進室

TEL：03-6838-5560　FAX：0120-145579
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